
国土交通省では，公共事業のさらなるコスト縮減と品質確

保，事業執行の効率化を図るため，これまでのCALS／ECの

取り組みの中心であった「各種情報の電子化」に加えて，

「情報の共有・連携」「業務プロセスの改善」に重点を置いた

施策をとりまとめ，平成１７年度から１９年度までの３年間を目

標期間とする「国土交通省CALS／ECアクションプログラム

２００５」を策定，社会資本整備に係る各分野・部門において

CALS／ECの導入が推進されてきました。

一方，近年の厳しい財政事情の下で，必要な社会資本整備

を確実に実施するためには，従来に増してより高い生産性と

品質・サービスの確保が求められるようになってきていま

す。このため，他分野で先進的に取り組まれている ICT（情

報通信技術）を積極的に導入することにより，建設生産シス

テムにおける一層の生産性向上が必要となっています。

今回の特集では，CALS／ECによる「生産性向上」をキー

ワードとして，国土交通省CALS／ECアクションプログラム

の新計画策定に向けた議論を中心に，情報化施工の推進，３

次元データの活用への取り組み，そして業界団体における

CALS／ECの取組みについて取り上げたいと思います。



１． はじめに

近年の社会・経済状況の変化等に伴い，社会資

本整備のより効率的・効果的な執行や，調査・計

画，設計，施工，維持管理といったライフサイク

ル全体を視野に入れたマネジメントに対するニー

ズが一層高まっています。社会資本整備分野にお

いて現在取り組んでいるCALS／EC（公共事業支

援統合情報システム）は，最新の情報通信技術

（ICT）を最大限に活用しつつ，組織間，事業段

階間で情報の交換，共有，連携を図り，コスト縮

減，品質確保，事業執行の効率化を目指すもので

す。

平成８年度に建設省（当時）において「建設

CALS整備基本構想」を策定し，平成２２年までに

我が国の公共事業分野での建設CALSを実現さ

せ，２１世紀の新しい公共事業執行システムを確立

することを整備目標としています。

本構想が策定された翌年の平成９年度には，平

成１６年度までの具体的実施内容を示した「建設

CALS／ECアクションプログラム」が策定され，

平成１３年度には建設CALS／EC，港湾CALSおよ

び空港施設CALSを統合した「国土交通省CALS／

ECアクションプログラム」が策定されました。

そして平成１７年度にはそれまでの活動実績等を

踏まえて，平成１９年度までの３年間を目標期間と

した「国土交通省CALS／ECアクションプログラ

ム２００５」（以下，「AP２００５」という）が策定され

ました（図―１）。AP２００５には，３年間で達成す

べき１８の目標が位置づけられており，この間，社

会資本整備に係る各分野・部門において各種取り

組みが精力的に行われてきたところです。

２． AP２００５の達成状況に係る
評価・レビュー

平成８年度に社会資本整備へCALS／ECの概念

http : //www.cals!ed.go.jp/index_denshi_working.htm
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図―１ CALS／EC施策の経緯
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が導入されてから今日に至るまでの１２年間におい

て，平成１３年度に入札情報提供サービス（PPI）

や電子納品が開始，平成１５年度には電子入札が開

始され，今日において国土交通省所管事業のすべ

てについて導入・実施されているところです。

また，工事中の受発注者間における情報を共有

し業務改善を図ろうとする「情報共有システム」

や，電子納品された成果物をシステム上に登録

し，関係者間での有効利活用を図るための「電子

納品保管・管理システム」などのCALS／EC関連

システムについても，国土交通省各地方整備局等

において広く導入・活用されるなど，一定の成果

が得られてきたところです。

一方で，実際の建設生産の現場，特にデータを

納品する受注者にとっては，電子納品の活用方法

が見えにくくなっており，受注者の手間ばかり増

えて，建設生産システム全体としての生産性が上

がっていない，といった意見に代表されるとお

り，CALS／ECの成果を実感できていないことな

どが指摘されています。

そんな中，平成１９年度までの計画であるAP２００５

をフォローアップするため，土工協，全建，建コ

ン協といった受注者側の団体も参加するCALS／

EC推進本部作業部会を平成２０年３月に開催し，

まずはAP２００５に基づくCALS／ECの実施状況を

把握する観点から，AP２００５各目標の進捗評価と

そのレビューを確実に行うこととしました。その

結果を図―２に示します。また，その結果を受け

て，次のような方向性で議論が進められました。

! AP２００５策定時において整備目標とされたも

ののうち，目標に達していないものについては

未達成原因を明らかにするとともに，必要な修

正を加えて新計画において引き続き取り組む。

" 平成８年当時に策定したCALS／EC整備基本

構想との整合を改めて確認しつつ，新計画を推

進するための全体像（ビジョン）を描く。

# 新計画では，特に設計・施工フェーズに着目

し，他分野で先進的に取り組まれている３次元

図―２ AP２００５各目標の進捗状況整理表
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データを活用した施工管理や新技術の活用，施

工プロセスの改善などを通じて，建設生産シス

テムの生産性の向上に資する施策を展開する。

特に，新計画から新たに取り組むこととしてい

る!の課題については，実際に検討を行うフィー

ルド提供を目的としたモデル工事の実施を予定し

ていることを公表し，今後平成２０年末を目途に具

体的な内容が検討されることとなっています。

３． 新計画における新たな目標設定

建設生産性を確実に向上させる施策の一つとし

て，他分野，特に民需が主流である建築分野で先

進的に取り組まれている３次元データを活用した

ICTを積極的に導入すべく，平成２１年度に発注す

る実際の直轄発注工事を対象に３次元データ活用

モデル工事を実施することを新計画の目標に追加

しており，具体事例に適用・導入することで建設

生産システムにおける生産性向上の原動力となる

ことを期待しているところです。このモデル工事

に求める３次元データ活用のイメージは図―３の

とおりです。

建設業の生産性は，CADの活用等による合理

化が進んでいる製造業と比べ６割程度にとどまっ

ているというデータが確認されており，今後この

格差を解消するため，建設業の生産性の向上を図

るには，工事目的物の付加価値を向上するととも

に，建設現場に必要な人工の数・時間を劇的に削

減する必要があります。そのための手法として，

３次元データの活用による鉄骨仮組の省略やプレ

キャスト化による現場の省力化，設計段階で各部

材の干渉チェックを行うことで現場における手戻

りロスを削減するなどさまざまな生産性向上事例

がすでに実現しています。

４． 生産性向上モデル工事をバック
アップするための今後の対応

建設現場の生産性向上に係る取り組みについて

は，AP２００５における「目標５：３次元情報の利

用を促進する要領整備による設計・施工管理の高

度化」や「目標１６：工事施工中の情報交換・共有

の効率化」における「電子情報を用いた施工・施

工管理の推進」などとしてすでに位置づけられて

おり，それらは次期新計画においても引き続き強

力な推進を図る必要があります。

加えて，今回，３次元データを用いたICTを導

入・適用するモデル工事の試行を推進支援するこ

とについて，年内に検討を行う予定（図―４）で

あり，今後，調査・検討すべき項目について，発

図―３ ３次元データの活用イメージ

CALS／ECによる生産性向上 特集

建設マネジメント技術 2008年 9月号 ９



注フェーズ，実施フェ

ーズそれぞれについて

図―５のとおり整理し

ており，着実に推進す

る体制を確保すること

としています。

な お，CALS／EC推

進本部各種会議の詳細

につきましては，国土

交通省電子納品関係ホ

ームページ（http : //

www.cals―ed.go.jp/in

dex_denshi_working .

htm）にて公開してお

ります。

図―４ 生産性向上検討のスケジュール（案）

図―５ モデル工事実施に関する調査・検討項目
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